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２０１３年１２月号 

（本月報は当館が報道等公開情報より取りまとめたものです）          在ポルトガル日本国大使館 

 

主要ニュース 

● 【経済】長期国債の借換え（4日） 

●【内政】官民年金統合法に対する違憲判決（19日） 

●【経済】カヴァコ・シルヴァ大統領による来年度予算案の公布（31日） 

内政 

●コエーリョ首相のＴＶインタビュー（12日） 

 コエーリョ首相は民放ＴＶＩ局のインタビューに応

じ，現行トロイカ支援後に予防的プログラムが適用さ

れれば，その支援期間は１年間となり，最大野党・社

会党（PS）との合意は必ずしも要求されないと述べた。

また，いかなる選択肢を取ろうとも，国益を厳密に踏

まえながらトロイカと交渉する必要があるとし，これ

まで２年半の取組みによって，第２次支援要請は不要

となった旨明言した。更に，２０１５年の任期満了に

よる総選挙における民衆党（CDS/PP）との連立の可能

性については，現時点で何も決まっておらず，その必

要性もないと述べた。 

●官民年金統合法に対する違憲判決（19日） 

 憲法裁判所は，カヴァコ・シルヴァ大統領が合憲性

の事前審査請求を行った官民年金統合法に対し，全会

一致（長官を含め判事 13 名）で違憲判決を下した。

当地報道によれば，今般の違憲判決により来年度予算

に７億１０００万ユーロの欠損額が生じるため，本年

度予算で導入した公的年金生活者を対象とする特別連

帯税の継続，現行２３％の付加価値税（IVA）の税率

引上げ等の増税策が検討される見通しである。 

 欧州理事会出席のためブリュッセルに滞在していた

コエーリョ首相は，翌２０日の記者会見で，「今次判

決は年金削減そのものを違憲としたわけではなく，判

決内容を踏まえ，代替案を詳細に検討する」等と述べ

た。 

●ユーロソンダージェン社による世論調査（21日） 

 週刊「エスプレッソ」紙によると，ユーロソンダー

ジェン社の世論調査（実施期間 12 月 5～10 日）で，

最大野党・社会党（PS）は，前月より０．８ポイント

低下の３６．５％であった。他方，ＰＳＤは前月より

０．９ポイント上昇して２６．５％，連立を組む民衆

党（CDS/PP）も０．１ポイント増の８．５％であった。

主な政治家の支持率（支持と不支持との差）では，セ

グーロ社会党（PS）書記長２１．５％（+1.9），ポル

タス民衆党（CDS/PP）党首（副首相）７％（-1），ジ

ェロニモ・デ・ソウザ共産党（PCP）書記長６．２％

（+0.3），カヴァコ・シルヴァ大統領５．６％（+2），

マルティンス＆セメード左翼連合（BE）両代表 

▲３．６％（+0.9），コエーリョ首相▲１５％（+0.4）

の順であった。 

［政党別支持率］（括弧内は前月との比較） 

社会党（PS） 36.5％（-0.8） 

社会民主党（PSD） 26.5％（+0.9） 

統一民主連合（CDU） 10.0％（-1.1） 

民衆党（CDS/PP） 8.5％（+0.1） 

左翼連合（BE） 6.5％（+0.6） 

●コエーリョ首相のクリスマス演説（25日） 

 コエーリョ首相は国営放送局ＲＴＰ１で演説を行い，

国民向けにクリスマス・メッセージを発出した。同首

相は，２０１３年は失業者及び社会的弱者を中心に非

常に厳しい年であったが，同時に経済が回復し始めた
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年でもあったと述べた。また，不確定要素や障害が依

然として残っているものの，国内外を含む全ポルトガ

ル国民の努力により，未来に希望を見出すことができ

るとし，明るい兆候は十分ではないが，危機を乗り越

えられると強調した。更に，２０１４年５月に予定さ

れている財政再建プログラムの終了まで数か月後とな

り，貧困対策，早急な失業率低下，投資の拡大，社会

的不平等の解消を最重要課題として，成功裡にプログ

ラムを終了させると述べた。 

●副大臣の交代（30日） 

 政府は副大臣３名の交代を発表し，同日付で大統領

府もその就任式を行った旨明らかにした。今般就任し

た副大臣は，マルティンス公共行政担当財務副大臣，

アルメイダ内務担当副大臣，モウラ法務省国有財産管

理・施設担当副大臣である。 

●カヴァコ・シルヴァ大統領による２０１４年度予算

の公布（31日） 

 カヴァコ・シルヴァ大統領は２０１４年度予算を公

布し，同日官報に掲載された。 

 

外交 

●ポルタス副首相のカタール及びアラブ首長国連邦

訪問（2～6日） 

 ポルタス副首相は２～３日にかけてカタールを訪問

し，同国政府の要人，企業関係者と会談を行った（レ

イスAICEP（ポルトガル投資貿易振興庁）長官，ポル

トガル企業４２社同行）。同副首相は記者団に対し，

ポルトガル・カタール合同委員会の創設により，数か

月後にはリスボンで会合が開催されると明らかにし，

経済的にも政治的にも両国が新たな一歩を踏み出した

と述べた。また，アブドッラー・カタール首相（兼外

相）との会談では，対ポルトガル投資への意欲が感じ

られたとする一方，ポルトガルにおいても財政再建を

通じて，投資家にとって魅力的な国になりつつあると

述べた。更に，公共事業等を請け負う建設業ＭＳＦ社

が２．８億ユーロ規模の契約を結んだことに触れ，成

長著しいペルシャ湾岸地域におけるポルトガル企業の

成果を強調した。 

 続いて，ポルタス副首相は４～６日にアラブ首長国

連邦を訪問し，アブダッラー外相との会談後，同外相

主催の昼食会に出席した。その後，両国企業セミナー

に出席したポルタス副首相は，トロイカ合意の履行と

ともに，ポルトガル経済が回復の兆しを見せていると

述べ，対ポルトガル投資にとって絶好の機会であると

強調した。また，財政再建について，ポルトガルには

第２次支援要請は不要であり，過去と同じく困難を乗

り越えて行くであろうと述べた。 

●カヴァコ・シルヴァ大統領によるマンデラ元南アフ

リカ大統領の追悼式出席（10日） 

 カヴァコ・シルヴァ大統領は，５日に亡くなったマ

ンデラ元南アフリカ大統領の追悼式（於：ヨハネスブ

ルク）に出席した（マシェッテ外相同行）。 

●ギニアビサウからのシリア人難民入国に関する外

務省声明（24日） 

 外務省は，１０日に発生したギニアビサウからのシ

リア人難民入国について，同国当局からビサウ空港の

セキュリティ問題に関する調査結果の報告を受けたと

発表した。同省は，ギニアビサウがポルトガル航空

（TAP）の職員に圧力をかけ、偽造旅券を携行する乗

客７４名を搭乗させた事実は，到底容認できない事態

であると改めて言明し，類似事案の再発防止の保障が

最重要事項であるとした。また，ポルトガル政府は，

３月に予定されている同国総選挙が自由で透明性が確

保され，安全に実施されるよう望むと共に，国連，Ｅ

Ｕ，ポルトガル語圏諸国共同体（CPLP）の枠組みにお

いても，ギニアビサウ国民を引き続き支援していく旨

述べた。 

 

経済 

●長期国債の借換え（4日） 

 ポルトガル国庫公債管理庁（IGCP）は，２０１４年

及び２０１５年に控える償還負担を軽減させるため，

長期国債の借換え（併せて66億3700万ユーロ）を行

い，新たに２０１７年１０月償還債及び２０１８年６

月償還債を発行した。２０１１年６月のトロイカ支援

開始後，長期国債の借換えは２０１２年１０月に続い
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て今回で２度目であった。 

●欧州各国における１０月の小売売上高指数（4日） 

 ユーロスタット（EU統計局）は，欧州各国における

１０月の小売売上高指数を発表し，ポルトガルは，前

月比▲１．１％，前年同月比▲０．２％であった。 

［最近３か月と前年同月の小売売上高指数推移（％）］ 

 8月 9月 10月 前年10月 

ポルトガル 2.4 ▲3.2 ▲1.1 ▲0.2 

ユーロ圏 0.6 ▲0.6 ▲0.2 ▲0.1 

ＥＵ（28か国） 0.3 ▲0.4 ▲0.4 0.5 

●郵便事業会社ＣＴＴの政府保有株７０％の売却及

び上場（5日） 

 政府はトロイカ合意による民営化事業の一環として，

郵便事業会社ＣＴＴの保有株式のうち７０％を株式公

開（IPO）により売却し，５日に株式市場へ上場した。

株式購入者の内訳は，国内投資家５６．７％，海外投

資家（英，米，独等）４３．３％となっており，政府

は約５億８０００万ユーロを得た。残る３０％の政府

保有株については，上場から９か月後に売却するか否

かを決定する。 

●第３四半期のＧＤＰ成長率（改定値）（9日） 

国立統計院（INE）は，第３四半期におけるＧＤＰ成

長率に関し，先月の速報値と同じ，前期比０．２％，

前年同期比▲１．０％，と発表した。 

●１０月の貿易収支（財）（10日） 

 国立統計院（INE）は，１０月の貿易収支（財）を発

表し，輸出４２億１８００万ユーロ（前年同月比4.2％

増），輸入５３億１７００万ユーロ（同 3.7％増）で

あった。また，直近３か月間（8～10月）については，

輸出１１４億６５２０万ユーロ（前年同期比4.6％増），

輸入１４３億７９５０万ユーロ（同 1.2％増）で、貿

易収支▲２９億１４３０万ユーロとなっている。直近

３か月における輸出入の主な品目別伸び率（前年同月

比）は，以下のとおり。 

輸出品目別：燃料・潤滑剤（+33.1%），消費財（+8.5%） 

輸入品目別：食飲料品（+2.5%），燃料・潤滑剤（+1.7％）  

 

 

［直近３か月間の貿易収支推移］ 

 8月 9月 10月 合計 

輸出額 3313 3935 4218 11465.2 

前年同月比（％） ▲0.5 9.9 4.2 4.6 

輸入額 4227 4836 5317 14379.5 

前年同月比（％） ▲4.0 3.5 3.7 1.2 

貿易収支 ▲914 ▲901 ▲1099 ▲2914.3 

（注）輸出入及び貿易収支額の単位は百万ユーロ。 

●ポルトガル中央銀行による２０１３年冬期経済報

告書（10日） 

 ポルトガル中央銀行は２０１３年冬期経済報告書を

発表し，２０１１～２０１３年の間に累積６％の景気

後退を経て，本年末からＧＤＰ成長率は前年比でもプ

ラスに転じるとした。また，公的部門を中心に雇用が

大幅に失われたが，明年から２０１５年にかけては若

干の雇用創出が期待され，同期間の単一労働コストは

幾分上昇すると述べた。更に，本年から２０１５年に

かけて対外不均衡が是正されていくため，貿易収支（財）

とサービス収支は改善され，資金調達能力も高まって

行くであろうと指摘した。 

主なマクロ経済見通しは以下のとおり。 

 2013年 2014年 2015年 

GDP成長率 ▲1.5 0.8 1.3 

個人消費 ▲2.0 0.3 0.7 

公的支出 ▲1.5 ▲2.3 ▲0.5 

投資 ▲8.4 1.0 3.7 

内需 ▲2.7 0.1 0.9 

輸出 5.9 5.5 5.4 

輸入 2.7 3.9 4.5 

経常・資本収支 2.5 3.8 4.7 

財・サービス収支 1.7 2.7 3.5 

インフレ率 0.5 0.8 1.2 

●第１０回トロイカ定期審査の結果（16日） 

 ポルタス副首相及びアルブケルケ財務相は，第１０

回トロイカ定期審査（4～16 日実施）の結果に関する

記者会見を行い，肯定的評価を得た旨発表した（モエ

ダス首相補佐副大臣同席）。ポルタス副首相は，本年
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の予算執行状況は順調であり，財政赤字目標（対GDP

比 5.5％）も達成される見通しであるとし，これはポ

ルトガルの信頼性及び対外的イメージにとって極めて

重要であると述べた。また，経済回復の兆しが見えて

きたとは言え，いまだ十分とは言えず，引き続き努力

が必要であると付言した。更に，アルブケルケ財務相

は，現行トロイカ支援プログラムは予定どおりに終了

する見込みであり，２０１４年上半期のうちに市場で

中長期債を発行する意向であると明らかにした。 

●法人税改革（20日） 

 連立与党（社会民主党（PSD）と民衆党（CDS/PP））

及び最大野党・社会党（PS）は，基本税率の引下げ（2014

年は現行 25％→23％へ）等を含む法人税改革につき，

本会議での最終全体採決において賛成多数で可決した。

今般の改革で注目される点は，基本税率の引下げの他，

中小企業を対象に利益１万５０００ユーロまでの課税

率１７％，利益３５００万ユーロ以上の高額収益税の

課税率７％等で，経済情勢を考慮しつつ，２０１６年

までに基本税率を１７～１９％へ引下げると同時に，

個人所得税及び付加価値税（IVA）の見直しも検討す

ることとなった。 

●トロイカによる対ポルトガル融資状況（23日） 

 ポルトガル国庫公債管理庁（IGCP）の月報（12月号）

によると，トロイカによる対ポルトガル融資状況（総

額 780 億ユーロの内，11 月末時点で約 729 億ユーロ

を受領済）は，以下のとおり。 

 
機関（満期） 融資日 融資額 金利 

第
８
回 

IMF（7.25年） 13.06.14 658 変動 

EFSF（20.5年） 13.06.27 2100 変動 

第
９
回 

IMF（7.25年） 13.11.14 1905 変動 

EFSF（19.8年） 13.11.22 3700 変動 

●財政収支（23日） 

 財務省は，本年１～１１月の財政収支に関し，トロ

イカ財政再建プログラムの基準による財政赤字は７７

億５７３０万ユーロと発表した。主な税収の内訳では，

個人所得税（IRS）が前年同期比３０．９％増，法人税

（IRC）は同９．２％増，付加価値税（IVA）は１．４％

増であった。また，クリスマス休暇手当（ボーナス）

支給のため，人件費が前年同期比１１．４％増加した。 

●２０１３年第３四半期までの財政赤字（27日） 

 国立統計院（INE）は，２０１３年第３四半期までの

財政赤字について，対ＧＤＰ比５．９％と発表した（第

3四半期のみでは同3.6％）。 

 

社会・その他 

●ＯＥＣＤによる学習到達度調査（4日） 

 当地各紙によると，ＯＥＣＤによる学習到達度調査

（2012年度）で，ポルトガルは「数学的応用力」にお

いて，平均（494 ポイント）をわずかに下回る４８７

ポイントとなり，加盟国では２３位，含地域では３１

位であった。また，「読解力」においても平均（496

ポイント）以下となる４８８ポイントで，加盟国では

２５位，含地域では３３位であり，更に「科学的応用

力」では，平均（501 ポイント）より低い４８２ポイ

ントで，加盟国では２６位，含地域では３６位であっ

た。 

●若年層の移民意識調査（11日） 

 「プブリコ」紙によると，保険会社チューリッヒが

ポルトガルを含む欧州数か国を対象に実施した若年層

の移民に関する意識調査（8～9月）で，ポルトガル人

の５７％が海外への移民を希望していることが分かっ

た（ロシア人の64％に次いで第2位）。また，移民先

では，治安の良さ（35％）や安定的な年金制度（20％）

が重視され，国別ではドイツ，オーストリア，スイス

が人気となっている。 

●国内刑務所の経費（18日） 

 「コレイオ・ダ・マニャン」紙によると，ポルトガ

ル国内にある刑務所の定員は１万２１６７人であるが，

本年１２月１日現在，全国５１か所にある刑務所の収

容者は１万４３２４人となっている。法務省はこれら

収容者にかかる経費を１日当たり４７ユーロと発表し

ており，全体では同６７万ユーロ超に達する計算とな

る。テイシェイラ・ダ・クルス法務相は，刑務所の新

設ではなく既存施設の増築により定員増を図ると発表

した。 


